
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 6年度(2024年度) 事 業 報 告 書

墨痙」L自目」二堕崖△__週杢且墾翌里岨璽里主_

1 事業の成果
・令和 6年度(2024年度)の事業年度は、本事業の準備期間としての活動となった。

・本事業の広報を実施し、ホームページ作成等を行った。

・講演会については、収益がなかったため企画していない。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【 215.045 】千円)

事 業 報 告 用

足私 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

子 どもの健全
育成のための
教育支援事業

園児・幼児・児童・
自己肯定感を高め、
もに健やかに育つ
講演事業を各園・各
画する

生徒の
心身と
ための
行で企

通年 実施せず 0人

園児・幼

児

児童・生

徒

保護者な

ど

0人 0

教育活動補助

事業

園児・幼児・児童・生徒の
自己肯定感を高めるよう
な学校講演を企画する際
の講師の交通費及び講演
費の一部補助

通年

ホームペ

ージ作成

のみで講

演は実施

せず

0人

園児・幼

児 ・ 児

童 ・ 生

徒・その

保護者な

ど

0人
215.045

地域ネ ッ トワ
ークづ くり事
業

各地の教員のネットワー
クを築き、志の高い教員を
支える

通年 実施せず 0人
教育関係

者
0人 0

社会教育事業

子育て中の保護者向けに
自己肯定感を高める方法
について研修機会を提供
する

通年 実施せず 0人 一般 0人 0

社会教育事業
地域の成人の方を対象に
講演会を実施する 実施せず 0人 一般 0人 0



人材育成事業
自己肯定感が向上するこ
とで、日標達成能力をもっ
た人材を育成する

通年 実施せず 0人
講演講師

希望者
0人 ｎ

〉

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
足駅 に
され
事業

載記
た
名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 6年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  日蜃白十型人間育成|_会
単位 :円

金   額 ′|ヽ

受取補助全

受取利息

5

取

事業収益
事業収益

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受 Ii、寄附金
施設等受入評価益

215.045

215.o45

215.045

11.000
11.000

B
1

1

1

2

2 の

役員報酬
給料
「
当

退職給付費用
福利厚生費

給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

雑費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
雑費

11.000
226.045
-226 03,

益修正損

回

災害損失
年

当 期 経 常 外 増 減 額 D
-226.03′

||:

税

-226.037

■F冒■■■

12  オF  言十
経 常 雷 用

|讐言十

|自言十

|薔  用  計
盤 堂 曇 滞 な百 rAl― rRl … Ⅲ lヽ

経 常 外 収 益

固定資産売却益
過年度損益修正益

経 営 外 番 用

|

外 着 用 計

|

盤  織  T 峡  財  産  嬌  ∩ ― に +ヽ`5ヽ |



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和6年度 (2024年度) 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本自立型人間育成協会

圭イ立:円
金   額 小計・合計

|

309.018

309,018
0

0

現金預金

未収金

棚卸資産

309.018奇産合 十 ・・・①

1

3 の

(2) 形

形

その

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

A

1

2

309.018【A】 資 産 合 計 ①+②

535

2

1

B-1

未払金

1貢 り金

長期借人全

退職給付引当金

535.055

0

()

どゝ 226 037

B-2
111

当 ||:

正

‖: 財産額

の

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 309.018

■■■■口壺塑亜ロ

|



式 16 法 28 係 )

令和 6年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本自立型人間育成協会

重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によつています。
(|)棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法を採用しています。

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。
(3)引 当金の計上基準

・貸倒引当金

貸倒引当金は、過去の実績、および滞留状況を基準に計上しています。

(・ )施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています。また計上額の算定方法は
「3.施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳」に記載しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。
(6)ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供は、 「4.活動の原価の算定に当たって必要なボランティアによる役務の
提供の内訳」として注記しています。

2.事 業別損益の状況
円 )

事業
事業部門計 管理部門 合計科 目

教育活動補
助事業 事業 事業

226,045
0

215,045

0

215,045
0

11,000

0

215,045 11,000 226,045215,045
226,045215,045 215,045 11,000

△ 215,037 △  11,000 △  226,037△ 215,037

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
II 経常費用
(l'人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
消耗品費
雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金 額

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳
円 )



期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考内容

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以 下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(

5.固 定資産の増減内訳
円

6.借 入金の増減内訳

円 )

円 )

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため

に必要な事項

事業費と管理費の按分方法

期末帳簿価額減少 期末取得価額 減価償却累計額期首取得価額 取得科 目

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期借入 当期返済 期末残高科 日 期首残高
短期借入金

535,055 53,055
53,055535,055

長期借入金

役員借入金

合計

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17'j(法第 28条関係 )

令和 6年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本自立型人間育成協会

現金預
1.R9人

)(API)|`可波 、

「

.

309.018

lt:t■

棚卸資産

販売用寄附物品

1

,「両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン・

2

ソフ トウェア

オペレーンヨンァステム

文書編集 ソフ ト

`IF地

lf`

(3) その の

]':,,

309018【A】 資 産 合 計 0+②
|-1 債  の

未払●

535.055預り金
源泉徴収税
賀員倍入金

0

535.055

,嘲イ十入金

【[

【B-1】 負 債 合 計 O+④ 535.055

△ 226.037

|    。|

1   309.0181

退職給付引当全

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和 6年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は層所並び

にこれからの者についての前事業年度における■日の有無を,■ した名簿)

特 定 非 営 利 活 動 法 人 特定非営利活動法人日本自立型人間育成協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

ご

√

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ) 前事業年度内

の就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏  名

理事
ヤマダタクミ 令和6年4月 1日

令和7年3月 31日山田 匠

理事
オカムラヨシアキ 令和6年4月 1日

令和7年 3月 31日岡村佳明

理事
ホンダタカコ 令和6年4月 1日

令和7年3月 31日本多隆子

′
４ 監事

ヤスイミスズ 令和6年4月 1日

令和7年 3月 31日安井三鈴

´
０

０
０

Ｑ

ン

10



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非曽利活動法人 日本自立型人肛査感ユ会_

氏   名

1
山田 匠

2
本多隆子

3 井
上 隆

4
諏訪 貴信  

5
山田 桃

6
岡村佳明

7 安井
三鈴

8
石黒 由美子

9
川上 美保

i0
山田 芳子

11

12




